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Ⅰ．経営強化計画の策定に係る現状認識Ⅰ．経営強化計画の策定に係る現状認識

　当行は、経済情勢や金融市場に

一段の悪化懸念が残るなか、仮にも

そうした事態が生じた場合への十分

な備えをもつことにより、平成20年10

月に公表いたしました「みちのく銀行

の決意」にあるとおり、お客さまと真

剣に向き合って、この地元を元気に

していかなければなりません。

　このため、金融機能強化法を活用

し、安定的かつ円滑な資金供給力を

これまで以上に強化してまいります。

　がんばっている地元の中小企業や

個人の皆さまに対し、総力を挙げて

応援することが、地域金融機関であ

る我々の使命であると認識しており

ます。
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【ビジネスモデル】【ビジネスモデル】

Ⅱ．ビジネスモデルと経営強化計画Ⅱ．ビジネスモデルと経営強化計画

【経営強化計画】【経営強化計画】

中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする
信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化

経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とととと経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とととと
そのそのそのその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策そのそのそのその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策

責任責任責任責任あるあるあるある経営体制経営体制経営体制経営体制のののの確立確立確立確立責任責任責任責任あるあるあるある経営体制経営体制経営体制経営体制のののの確立確立確立確立

貸出残高貸出残高貸出残高貸出残高・・・・貸出比率貸出比率貸出比率貸出比率のののの目標目標目標目標貸出残高貸出残高貸出残高貸出残高・・・・貸出比率貸出比率貸出比率貸出比率のののの目標目標目標目標

経営改善支援等取組割合経営改善支援等取組割合経営改善支援等取組割合経営改善支援等取組割合のののの目標目標目標目標経営改善支援等取組割合経営改善支援等取組割合経営改善支援等取組割合経営改善支援等取組割合のののの目標目標目標目標

経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標

収益性収益性収益性収益性のののの確保確保確保確保のためののためののためののための方策方策方策方策収益性収益性収益性収益性のののの確保確保確保確保のためののためののためののための方策方策方策方策

業務業務業務業務のののの効率性効率性効率性効率性のののの確保確保確保確保のためののためののためののための方策方策方策方策業務業務業務業務のののの効率性効率性効率性効率性のののの確保確保確保確保のためののためののためののための方策方策方策方策

収益力収益力収益力収益力のののの強化強化強化強化

付加価値の増強
低コスト体質の実現

人材人材人材人材・・・・組織組織組織組織のののの活性化活性化活性化活性化とととと専門性専門性専門性専門性のののの強化強化強化強化

人材育成の強化
活力ある組織づくり

経営管理態勢経営管理態勢経営管理態勢経営管理態勢のののの強化強化強化強化

コンプライアンス管理態勢の強化
ＡＬＭ・統合的リスク管理態勢の強化
与信管理態勢の強化

地域社会地域社会地域社会地域社会へのへのへのへの貢献貢献貢献貢献

ＣＳＲ活動の積極展開
積極的な情報発信

営業力営業力営業力営業力のののの強化強化強化強化

営業体制の再構築
戦略的チャネル展開

高高高高いいいい収益力収益力収益力収益力とととと
安定安定安定安定したしたしたした経営基盤経営基盤経営基盤経営基盤

のののの確立確立確立確立

　　　　新新新新たなるたなるたなるたなるステージステージステージステージへのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦新新新新たなるたなるたなるたなるステージステージステージステージへのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～　～　～　～総合力総合力総合力総合力のののの発揮発揮発揮発揮にににに向向向向けてけてけてけて～～～～

　　　　　　　　《目指すべき銀行像》　　　　　　　　地域最優地域最優地域最優地域最優のののの銀行銀行銀行銀行地域最優地域最優地域最優地域最優のののの銀行銀行銀行銀行

第二次中期経営計画第二次中期経営計画第二次中期経営計画第二次中期経営計画　　　　（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年年年年４４４４月月月月～～～～平成平成平成平成２４２４２４２４年年年年３３３３月月月月））））
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計画始期
(H21/3期)

H21/9期
計画

H22/3期
計画

H22/9期
計画

H23/3期
計画

H23/9期
計画

H24/3期
計画

始期より
の増減

中小規模事業者向け貸出 4,168 4,180 4,195 4,222 4,252 4,284 4,323 155
総 資 産 18,289 18,333 18,389 18,476 18,486 18,639 18,806 517
総 資 産 に 対 す る 比 率 22.78% 22.79% 22.81% 22.85% 23.00% 22.98% 22.99% 0.21%

ⅢⅢⅢⅢ．．．．中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化ⅢⅢⅢⅢ．．．．中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化

１．貸出残高および貸出比率の目標１．貸出残高および貸出比率の目標

（１）（１）法人融資の集約化（中核店への事業性融資の法人融資の集約化（中核店への事業性融資の
　　　　　　集約化）と中核店の法人営業体制の再構築集約化）と中核店の法人営業体制の再構築

（３）法人向けプロダクトの充実（３）法人向けプロダクトの充実

　　①　ABL（動産担保融資）の強化
　　②　顧客債権流動化への積極的な取組　等

（単位：億円）

【【基本方針】基本方針】

「お客さまをよく知る活動」を継続展開することで、より一層、取引先企業の経営内容の実態把握に努め、
取引先とともに真の問題解決に努める「課題解決支援型営業」の定着と安定的かつ円滑な資金供給を
これまで以上に強化してまいります。

（２）人材育成（２）人材育成
　　①　外部研修への派遣　
　　②　有資格者の育成

＜＜＜＜おおおお客客客客さまをよくさまをよくさまをよくさまをよく知知知知るるるる活動活動活動活動とはとはとはとは＞＞＞＞＜＜＜＜おおおお客客客客さまをよくさまをよくさまをよくさまをよく知知知知るるるる活動活動活動活動とはとはとはとは＞＞＞＞
「お客さまをよく知る活動」とは、「お客さまをよく知り」、
「お客さまと本音で話し合う」ことを通して、取引先との
間で永年築いてきた親密な関係を更に深く掘り下げ、
取引先に関する情報を蓄積し、この情報をもとに取引
先の真のニーズや経営課題を把握し、貸出金等を含
めた総合的金融サービス機能を通じて、取引先の成
長・発展に資する「課題解決支援型営業を実践する
活動」と定義しております。
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ⅢⅢⅢⅢ．．．．中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化ⅢⅢⅢⅢ．．．．中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化

２．経営改善支援等取組割合の目標２．経営改善支援等取組割合の目標

（（１）創業・新事業開拓支援１）創業・新事業開拓支援
　　①　地域ファンド「あおもりクリエイトファンド」への出資および活用
　　②　地元大学等との産学連携
　　③　「あおもり農商工連携支援基金」への無利子貸付および活用
（２）経営相談（２）経営相談
　　①　「経営改善支援活動」の展開
　　②　「お客さまをよく知る活動」の継続展開
　　③　ビジネスマッチングの積極推進
　　④　「アグリビジネス推進チーム」による農林水産事業者サポート態勢の強化

（３）事業再生支援（３）事業再生支援
　　①　「事業再生支援活動」の実施
（４）事業承継支援（４）事業承継支援
　　①　外部コンサルティング会社との提携による
　　　　「事業承継支援業務」の実施
（５）（５）担保・保証に過度に依存しない融資促進担保・保証に過度に依存しない融資促進
　　①　商品ラインナップの充実

計画始期
(H21/3期)

H21/9期
計画

H22/3期
計画

H22/9期
計画

H23/3期
計画

H23/9期
計画

H24/3期
計画

創 業 ・ 新 事 業 開 拓 支 援 11 15 16 16 17 17 17

経 営 相 談 225 225 226 231 232 232 232

事 業 再 生 支 援 49 58 58 60 60 60 60

事 業 承 継 支 援 1 1 2 2 2 2 2

担保・保証に過度に依存しない融資促進 98 100 104 107 111 115 118

合 計 （ 経 営 改 善 支 援 等 取 組 先 ） 384 399 406 416 422 426 429

取 引 先 の 企 業 の 総 数 8,884 8,904 8,924 8,944 8,964 8,984 9,004

割 合 4.32% 4.48% 4.54% 4.65% 4.70% 4.74% 4.76%

（単位：先）

【【基本方針】基本方針】

地域に密着した銀行として多くの中小企業に接し相談に対応してきた経験を活かし、地元経済の活性化に
向け、地元企業支援への取組みをこれまで以上に強化してまいります。
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　　お客さまをよく知る活動　　お客さまをよく知る活動　　お客さまをよく知る活動

　　　　　　　　　　営業店　　　　　　　　　　営業店

≪地域密着型金融推進計画≫
①　ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化
②　中小企業に適した資金供給手法の徹底
③　持続可能な地域経済への貢献

≪地域密着型金融推進計画≫
①　ライフサイクルに応じた取引先企業の支援強化
②　中小企業に適した資金供給手法の徹底
③　持続可能な地域経済への貢献

法人営業課 融資課

地　域地　域

企業企業 企業企業

新規開拓
商品

新規開拓
商品

各種制度
融資

各種制度
融資

目利き能力の向上

個人店舗個人店舗

法人集約法人集約

融資課

企業企業

個人店舗個人店舗

法人集約法人集約

企業企業

21/3 21/10～ 23/4～

中 核 店 店 舗 数 10ヶ店 20ヶ店程度 20ヶ店程度

　う ち 法 人 営 業 課 の

　設 置 店 舗 数
4ヶ店 8ヶ店程度 20ヶ店程度

法 人 営 業 担 当 者 数 11名 30名程度 60名程度

H18/3実績 H21/3実績 H24/3計画

営業店 116 106 100前後

中核店 10 20程度

一般店
110

76 50程度

個人店 6 20 30程度

（単位：店舗数）【店舗統廃合と店舗展開】【店舗統廃合と店舗展開】

ⅢⅢⅢⅢ．．．．中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化ⅢⅢⅢⅢ．．．．中小規模中小規模中小規模中小規模のののの事業者等事業者等事業者等事業者等にににに対対対対するするするする信用供与信用供与信用供与信用供与のののの円滑化円滑化円滑化円滑化

【営業店活動イメージ図】【営業店活動イメージ図】

【法人営業体制のスケジュール】【法人営業体制のスケジュール】

営業店営業店営業店営業店
【【【【全店全店全店全店ﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾞ゙゙゙ﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾞ゙゙゙】】】】

インストアブランチインストアブランチインストアブランチインストアブランチ
【【【【個人業務個人業務個人業務個人業務】】】】

中核店中核店中核店中核店【【【【ﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾞ゙゙゙ﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾞ゙゙゙】】】】
広域エリアをテリトリーとし、個
人・法人両面の営業活動を展
開し、業績拡大を図る

一般店一般店一般店一般店【【【【ﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾌﾙﾊﾞ゙゙゙ﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾝｷﾝｸﾞ゙゙゙】】】】
フルバンキング体制のもと、自
店テリトリーでの営業活動を展
開し、業績拡大を図る

個人店個人店個人店個人店（（（（ｲﾝｽﾄｱﾌｲﾝｽﾄｱﾌｲﾝｽﾄｱﾌｲﾝｽﾄｱﾌﾞ゙゙゙ﾗﾝﾁﾗﾝﾁﾗﾝﾁﾗﾝﾁ含含含含むむむむ））））

【【【【個人業務特化個人業務特化個人業務特化個人業務特化】】】】
個人ニーズに特化し、預かり
資産および個人ローン販売に
かかる営業活動を展開し、業
績拡大を図る

従来 現在～今後

【店舗機能に応じた戦略的な店舗展開】【店舗機能に応じた戦略的な店舗展開】

３．法人融資の集約化と法人営業体制の再構築３．法人融資の集約化と法人営業体制の再構築
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計画始期
(H21/3期)

H21/9期
計画

H22/3期
計画

H22/9期
計画

H23/3期
計画

H23/9期
計画

H24/3期
計画

始期より
の改善幅

コア業務純益 54 29 54 28 59 34 71 17

計画始期
(H21/3期)

H21/9期
計画

H22/3期
計画

H22/9期
計画

H23/3期
計画

H23/9期
計画

H24/3期
計画

始期より
の改善幅

業務粗利益経費率 95.29 64.22 65.07 64.65 64.08 62.64 62.02 33.27

ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策

１．１．経営の改善の目標経営の改善の目標

（単位：億円）

（単位：％）

（１）収益性を示す指標（コア業務純益）（１）収益性を示す指標（コア業務純益）

（２）業務の効率性を示す指標（業務粗利益経費率）（２）業務の効率性を示す指標（業務粗利益経費率）

※１．コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入額－国債等債券関係損益
※２．計画始期の水準は、H21/3期の実績としております。

※１．業務粗利益経費率＝（経費－機械化関連費用）／業務粗利益
※２．機械化関連費用には、事務機器等の減価償却費、機械賃借料、およびアウトソーシング費用
　　（システム共同化等運営費用）等を計上しております。
※３．計画始期の水準は、H21/3期の実績としております。
※４．H21/3期は、投資信託等の積極的な売却損および減損等の実施により、業務粗利益が大幅に減少したことが
　　　要因で、95.29％と高い水準となっております。
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ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策

２．収益性の確保のための方策２．収益性の確保のための方策

（１）（１）営業体制の再構築営業体制の再構築
　当行は、営業力を強化すべく、営業店の部門体制を見直しすることにより、個人・　法人のお客さまのニーズ
にこれまで以上にお応えできる営業体制を構築し、生産性の高い効果的な営業活動を実践してまいります。

部門 担当 担当業務

窓 口

サ ー ビ ス 課
テ ラ ー

来店顧客を対象に、定期預金取引、クレジッ

ト一体型カード・カードローンなど個人顧客の

基盤取引拡大のセールス

M C
富裕層の取引拡大、富裕層見込先に対する

勧誘（預かり資産・預金中心）

窓 口 M C

・ 来店顧客に対する資産運用相談を通じた

預かり資産セールス

・ミドル層に対する電話勧誘・窓口誘致

個 　 人

営 業 課

個 人 営 業

担 　 　 当

・ミドル層のうち取引拡大が見込める先の勧誘

・ 法人営業課との連携による職域勧誘、住宅

　ローン層の訪問勧誘

融 資 課
ロ ー ン

担 　 当

・ 個人ローンの窓口対応および住宅業者と

の関係強化

・DM送付先に対する電話勧誘

法 　 人

営 業 課

法 人 営 業

担 　 　 当

・ 法人顧客数の増加（法人融資・預金の新規

開拓）

・ 個人営業との連携による担当企業（純預金

先企業、職域、地公体）の職域開拓・勧誘

（ローン・預金）

・担当企業オーナーの取引拡大・深化

※１　MC とはマネー・コンサルタントの略称であり、個人 FP2級以上の資格を

　　　有し、資産運用等に係る高い提案スキルを持つ職員で、所定の研修を修了

　　　した者

窓口窓口窓口窓口ｻｰﾋｻｰﾋｻｰﾋｻｰﾋﾞ゙゙゙ｽｽｽｽ課課課課

個人営業課個人営業課個人営業課個人営業課

融資課融資課融資課融資課

法人営業課法人営業課法人営業課法人営業課

営業課営業課営業課営業課

【営業店の部門体制】

現在 今後
（平成21年10月～）

渉外課渉外課渉外課渉外課

融資課融資課融資課融資課

部門名 中核店 一般店 個人店 ｲﾝｽﾄｱ

ﾌﾞﾗﾝﾁ

窓口サービス課 ○ ○ ○ ○

個人営業課 ○ ○ ○ －

融資課 ○ ○ － －

法人営業課 ○ － － －
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ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策

①　総預かり資産の増強と基盤取引の拡大
　  ・営業戦力（MC等）の再配置
　　・資産運用セミナー、運用報告会の開催
　　・ニーズに合わせた商品の投入
　　・「収入と支出（入金と決済）が一体となった口座｣の増強

（３（３））人材育成の強化人材育成の強化
　　新たに人材育成プログラムを平成21年度上期中に策定し、平成21年度下期から導入。

（２）付加価値の増強（２）付加価値の増強
　地域密着型金融の推進を基軸とし、お客さまの多様な資金調達・運用ニーズに積極的にお応えすることに
加え、役務収益の増強などにより、付加価値の増強に取り組んでまいります。

②　資金運用力の強化
　　・中小企業向け貸出の増強～お客さまをよく知る活動
　　・住宅ローンの増強～住宅業者とのパイプ強化、借換営業支援システムの活用
　　・消費者ローン～非対面チャネル（ATM・ホームページ等）を活用した獲得推進と新商品の開発
　　・有価証券～リスク、収益、資本のバランスを図った効率的な運用

③　手数料収入の拡大
　　・振込元受先獲得
　　・各種手数料の見直し
　　・新たな資金供給手法の拡大
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ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策ⅣⅣⅣⅣ．．．．経営経営経営経営のののの改善改善改善改善のののの目標目標目標目標とそのとそのとそのとその達成達成達成達成のためののためののためののための方策方策方策方策

３．業務の効率性の確保のための方策３．業務の効率性の確保のための方策

（１）（１）戦略的なチャネル展開戦略的なチャネル展開
　　　　　　マーケット戦略に即した店舗展開、法人融資の集約化や戦略的な店舗の統廃合を積極的に進めると
　　ともに、非対面チャネルの機能充実を図ることで、お客さまの利便性向上と満足度の高いサービスの
　　提供を実現してまいります。

（２（２））システム共同化の推進システム共同化の推進
　　　　　　当行、山陰合同銀行、肥後銀行が平成15年1月から稼動させた基幹（勘定）系システムの共同化を更に
　　進展させ、平成23年度までに「営業店事務共通化・事務革新」、「サブシステム共同化」、「次世代システム
　　基盤構築」にも取組み、お客さまサービスの更なる向上を目的とした次世代ビジネスモデルへ対応すると
　　ともに、組織・事務・業務面も共同化の対象範囲とすることで、OHRの低減を目指してまいります。

（３（３））営業店・本部の業務見直しによる人員の再配分営業店・本部の業務見直しによる人員の再配分
　　　営業店の業務見直し（融資業務・営業事務の本部集約）により、営業部門毎の標準人員の見直しや、
　　各職員のスキル情報活用による各営業店間の戦力バランスの見直し、また、本部業務の効率化（用度
　　品管理業務の外部委託等）により本部から営業店への戦力の傾斜配分などを行い、営業体制の再構
　　築や戦略的チャネル展開に対応した適正人員配置を平成21年度下期より段階的に実施してまいります。

①　融資業務の本部集約
【今後の予定】

本部への集約業務等 実施時期

督促業務と代弁業務の一部

を本部(ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ)集約
平成 21年度下期を予定

抵当権設定証書等の権利関

係書類の本部(融資事務集

中)集中保管

平成 24年度中を予定

②　営業事務の本部集約
【今後の予定】

本部への集約業務等 実施時期

経費管理システムの導入に

よる経費管理の一元化
平成 21 年度下期

窓口における諸届事務の本

部集約

相続事務の本部集約

平成 22 年度中を予定
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ⅤⅤⅤⅤ．．．．責任責任責任責任あるあるあるある経営体制経営体制経営体制経営体制のののの確立確立確立確立ⅤⅤⅤⅤ．．．．責任責任責任責任あるあるあるある経営体制経営体制経営体制経営体制のののの確立確立確立確立

（２）監査役会等（２）監査役会等
  ①社外監査役の登用

  ②取締役、取締役会から独立した位置づけで監査役会直轄の専担部署
　　の設置（17年7月より監査役室の設置）

３．法令等遵守態勢３．法令等遵守態勢
　取締役会を頂点に、経営会議、コンプライアンス統括
部担当役員がそれぞれの権限と責任においてコンプラ
イアンスに関する様々な事項の決定やコンプライアンス
の遵守状況の管理を行っております。

２．リスク管理体制２．リスク管理体制
（１）（１）信用リスク管理強化信用リスク管理強化
大口与信先管理の強化、業種別審査担当者の配置等

（２（２））市場リスク管理強化市場リスク管理強化
「リスク」「収益」「資本」のバランスの最適化を図るため、ALM部、ALM部
会を新設。

（法令等遵守・リスク管理体制）

経営会議

内
部
統
制
委
員
会

信
用

リ
ス

ク

取締役会 監査役会

リスク管理委員会
（事務局：リスク統括部）

コンプライアンス委員会
（事務局：コンプライアンス統括部）

審

査

部

営業店・連結対象子会社等

市

場
リ

ス
ク

リ

ス
ク

統
括

部

流
動

性
リ

ス

ク

市

場
国

際

管
理

部

事
務

リ
ス

ク

シ

ス
テ

ム
リ

ス

ク

風
評

リ
ス

ク

防
災
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防
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リ
ス
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事
務

統

括
部

シ

ス
テ

ム

統
括

部

支

店
部

・

広
報

室

総

務
部

情

報

リ
ス

ク

法

務

リ
ス

ク

コ
ン

プ
ラ

イ

ア
ン

ス

統

括
部

コ
ン

プ
ラ

イ

ア
ン

ス

統

括
部

監
査
部

収益管理委員会
（事務局：経営企画部）

ALM部会
（事務局：ALM部）

【【基本方針】基本方針】

ガバナンスの強化・内部管理体制の構築につきましては、相当程度整備されたものと考えております。
今後においてもこの態勢を堅持し、実効性の向上に努めてまいります。 

（３）内部統制委員会（３）内部統制委員会
　平成17年7月に新設した「業務監視委員会」を平成20年8月に発展的に
　解散のうえ「内部統制委員会」を新設し、業務運営の適切性について、
　外部の視点も含めた検証を実施（外部有識者４名含む７名で構成）

基準年月

平成16年6月 12名 （-名） 4名 （3名）
平成17年6月 7名 （2名） 5名 （5名）

平成21年6月 8名 （2名） 6名 （5名）

取締役 監査役

※　（　）内は社外取締役および社外監査役の内書きです。

１．業務執行および監査・監督体制１．業務執行および監査・監督体制
（１）取締役会等（１）取締役会等
　①任期の短縮（17年6月より１年以内）
　②社外取締役の登用
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１．金額の算定根拠と当該自己資本の活用方法１．金額の算定根拠と当該自己資本の活用方法

（１）金額の算定根拠（１）金額の算定根拠
　平成21年8月末の日経平均株価は10,492円であ
りましたが、200億円の公的資金を申請することに
より、一段の有価証券価格の下落への耐性を確保
し、金融市場に急激な変動が生じた場合でも、財
務基盤を安定させ、適切かつ積極的な金融仲介機
能を発揮できるようにするものです。

（２）当該自己資本の活用方法（２）当該自己資本の活用方法
　今回の申請に基づき受け入れる公的資金につき
ましては、平成20年10月に公表いたしました「みち
のく銀行の決意」のとおり、がんばっている地元の
中小企業や個人の皆さまに対する、安定的かつ円
滑な資金供給は勿論のこと、「真の問題解決」に向
け、経営改善支援等に取り組むことにより地域経
済の発展に資するものとして活用いたします。
　単体自己資本比率につきましては、計画始期（平
成21年3月末）では8.86％ですが、公的資金受け入
れ直後の平成21年9月末には11.4％程度となる見
込みです。また、公的資金受け入れによる中小規
模事業者等への貸出増強によるリスクアセットの
増加や劣後債の償還等を勘案し、計画終期（平成
24年3月末）では9.7％程度を見込んでおります。

ⅥⅥⅥⅥ．．．．協定銀行協定銀行協定銀行協定銀行によるによるによるによる株式等株式等株式等株式等のののの引受引受引受引受けけけけ等等等等にににに係係係係るるるる事項事項事項事項ⅥⅥⅥⅥ．．．．協定銀行協定銀行協定銀行協定銀行によるによるによるによる株式等株式等株式等株式等のののの引受引受引受引受けけけけ等等等等にににに係係係係るるるる事項事項事項事項

項目 内容

種類 株式会社みちのく銀行 A種優先株式

発行価額 1株につき 500円

発行総額 20,000百万円

発行株式数 40百万株

議決権

本優先株主は、全ての事項につき株主総会において議

決権を行使することができない。ただし、定時株主総会

に本優先配当金の額全部（本優先中間配当金を支払っ

たときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議

案が提出されないときはその定時株主総会より、本優

先配当金の額全部（本優先中間配当金を支払ったとき

は、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が

定時株主総会において否決されたときはその定時株主

総会終結の時より、本優先配当金の額全部の支払を受

ける旨の決議がなされる時までの間は、全ての事項に

ついて株主総会において議決権を行使することができ

る。

優先配当率

 12ヶ月日本円 Tibor＋0.95％

（平成 22年 3月 31日を基準日とする期末の剰余金の

配当の場合は、払込期日から平成 22年 3月 31日まで

の間の日数で日割計算により算出される割合とする）た

だし、8％を上限とする。

累積・参加条項 非累積・非参加

残余財産の分配

普通株主に先立ち本優先株主が有する本優先株式 1

株当たりの払込金額相当額に経過優先配当金相当額

を加えた額を支払う。このほかの残余財産の分配は行

わない。

取得請求権

（転換予約権）

本優先株主は、取得請求期間中、当銀行が本優先株

式を取得するのと引換えに当銀行の普通株式を交付す

ることを請求することができる。

取得請求期間 平成 29年 4月 1日～平成 36年 9月 30日

２．発行金額・条件（一部抜粋）２．発行金額・条件（一部抜粋）


